
第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(１) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 10,000,000,000 

ＡＡ型種類株式    150,000,000 

計 10,000,000,000 
 

  (注) 普通株式とＡＡ型種類株式を併せた発行可能株式総数は、10,000,000,000株です。 
 

種類 
第１四半期会計期間末

現在発行数(株) 
(2018年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(2018年８月10日) 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 3,262,997,492 3,262,997,492 

東京、名古屋、ニュー
ヨーク、ロンドン各証
券取引所(東京、名古屋
は市場第１部) 

単元株式数 100株 
(注)１ 

第１回ＡＡ型 
種類株式 

47,100,000 47,100,000 非上場 (注)２ 

計 3,310,097,492 3,310,097,492 ― ― 
 

 (注) １ 発行済株式は、すべて議決権を有する株式です。 

  ２ 第１回ＡＡ型種類株式の内容は以下のとおりです。 

１. ＡＡ型配当金 

 (１) ＡＡ型配当金 

    当社は、普通株式に対して剰余金の期末の配当を行うときは、当該剰余金の配当に係る基準日の

最終の株主名簿に記載または記録された第１回ＡＡ型種類株式を有する株主 (以下、「第１回ＡＡ

型種類株主」という。) または第１回ＡＡ型種類株式の登録株式質権者 (以下、「第１回ＡＡ型種

類登録株式質権者」という。) に対し、普通株式を有する株主 (以下、「普通株主」という。) ま

たは普通株式の登録株式質権者 (以下、「普通登録株式質権者」という。) に先立ち、第１回ＡＡ

型種類株式１株につき、第１回ＡＡ型種類株式１株当たりの発行価格相当額 (ただし、第１回ＡＡ

型種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれらに類する事由があった

場合には、下記第７項第 (３) 号 (b) に準じて適切に調整される。) に、次号に定める配当年率 

(以下、「配当年率」という。) を乗じて算出した額の金銭 (円未満端数切捨て) (以下、「第１回

ＡＡ型配当金」という。) を剰余金の期末配当として支払います。ただし、当該基準日の属する事

業年度において次項に定める第１回ＡＡ型中間配当金の支払を行ったときは、その額 (ただし、第

１回ＡＡ型種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれらに類する事由

があった場合には、下記第７項第 (３) 号 (b) に準じて適切に調整される。) を控除した額を支払

います。 
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   (２) 配当年率 

      ①2016年３月31日に終了する事業年度に基準日が属する場合  年0.5％ 

②2017年３月31日以降2020年３月31日以前に終了する各事業年度に基準日が属する場合 

前事業年度の配当年率＋年0.5％ 

    ③2021年３月31日以降に終了する各事業年度に基準日が属する場合  年2.5％ 

   (３) 累積条項 

    ある事業年度において、第１回ＡＡ型種類株主または第１回ＡＡ型種類登録株式質権者に対して

支払う金銭による剰余金の配当の額が第１回ＡＡ型配当金の額に達しないときは、その第１回ＡＡ

型種類株式１株当たりの不足額 (以下、「累積未払配当金」という。) は翌事業年度以降に累積し

ます。累積未払配当金については、本項第 (１) 号または次項に定める剰余金の配当に先立ち、第

１回ＡＡ型種類株式１株につき累積未払配当金の額 (ただし、第１回ＡＡ型種類株式につき、株式

の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれらに類する事由があった場合には、下記第７項第 

(３) 号 (b) に準じて適切に調整される。) に達するまで、第１回ＡＡ型種類株主または第１回Ａ

Ａ型種類登録株式質権者に対して金銭による剰余金の配当を行います。 

   (４) 非参加条項 

    第１回ＡＡ型種類株主または第１回ＡＡ型種類登録株式質権者に対しては、第１回ＡＡ型配当金

の額を超えて剰余金の配当は行いません。ただし、当社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法

第758条第８号口もしくは同法第760条第７号口に定める剰余金の配当または当社が行う新設分割手

続の中で行われる同法第763条第１項第12号口もしくは同法第765条第１項第８号口に定める剰余金

の配当を行う場合については、この限りでなく、かかる場合、普通株主または普通登録株式質権者

に対する剰余金の配当と同時に同一割合の剰余金の配当を行います。 

  ２. ＡＡ型中間配当金 

    当社は、普通株式に対して剰余金の中間配当を行うときは、当該剰余金の配当に係る基準日の最

終の株主名簿に記載または記録された第１回ＡＡ型種類株主または第１回ＡＡ型種類登録株式質権

者に対し、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、第１回ＡＡ型種類株式１株につき、第１

回ＡＡ型配当金の額の２分の１の金銭 (以下、「第１回ＡＡ型中間配当金」という。) を剰余金の

中間配当として支払います。 

  ３. 残余財産の分配 

 (１) ＡＡ型残余財産分配金 

    当社は、残余財産の分配を行うときは、第１回ＡＡ型種類株主または第１回ＡＡ型種類登録株式

質権者に対し、普通株主または普通登録株式質権者に先立ち、第１回ＡＡ型種類株式１株につき、

第１回ＡＡ型種類株式１株当たりの発行価格相当額 (ただし、第１回ＡＡ型種類株式につき、株式

の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれらに類する事由があった場合には、下記第７項第 

(３) 号 (b) に準じて適切に調整される。) に、累積未払配当金の額 (ただし、第１回ＡＡ型種類

株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の併合またはこれらに類する事由があった場合に

は、下記第７項第 (３) 号 (b) に準じて適切に調整される。) および経過配当金相当額 (以下に定

義する。) の合計額を加えた額 (以下、「基準価額」という。) の金銭 (円未満端数切捨て) を支

払います。 

「経過配当金相当額」とは、残余財産の分配が行われる日 (以下、「分配日」という。) の属する

事業年度の初日 (同日を含む) から分配日 (同日を含む) までの日数に第１回ＡＡ型配当金の額を

乗じた金額を365で除して得られる額をいいます。ただし、分配日の属する事業年度において第１回

ＡＡ型種類株主または第１回ＡＡ型種類登録株式質権者に対して第１回ＡＡ型中間配当金を支払っ

たときは、その額 (ただし、第１回ＡＡ型種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、株式の

併合またはこれらに類する事由があった場合には、下記第７項第 (３) 号 (b) に準じて適切に調整

される。) を控除した額とします。 

   (２) 非参加条項 

    第１回ＡＡ型種類株主または第１回ＡＡ型種類登録株式質権者に対しては、前号のほか、残余財

産の分配は行いません。 

  ４. 優先順位 

    第１回ＡＡ型種類株式ないし第５回ＡＡ型種類株式のＡＡ型配当金、ＡＡ型中間配当金、上記第

１項第 (４) 号ただし書きに定める剰余金および残余財産の支払順位は、同順位とします。 

  ５. 議決権 

    第１回ＡＡ型種類株主は、株主総会において議決権を有します。第１回ＡＡ型種類株式の１単元

の株式数は100株とします。 
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  ６. 種類株主総会の決議 

   (１) 当社が、会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合には、法令に別段の定めがある場合を

除き、第１回ＡＡ型種類株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しません。 

   (２) 第１回ＡＡ型種類株式については、会社法第199条第４項および第238条第４項の規定による種類

株主総会の決議を要しません。 

  ７. 株主による普通株式転換請求権 

 (１) 普通株式転換請求権 

    第１回ＡＡ型種類株主は、2020年10月１日以降、毎年、４月または10月の最初の営業日を転換請

求日として、当社に対して、次号に定める算定方法により算出される数の普通株式の交付と引換え

に、当該第１回ＡＡ型種類株主の有する第１回ＡＡ型種類株式の全部または一部を取得することを

請求することができます (かかる取得の請求を以下「転換請求」という。) 。 

ただし、単元未満株式については、転換請求をすることができないものとします。 

「営業日」とは、銀行法により、日本において銀行の休日と定められたか、または休日とすること

が認められた日以外の日をいいます。 

   (２) 取得と引換えに交付すべき普通株式の数 

    第１回ＡＡ型種類株主が転換請求をした第１回ＡＡ型種類株式の数に第１回ＡＡ型種類株式１株

当たりの発行価格相当額 (ただし、第１回ＡＡ型種類株式につき、株式の分割、株式無償割当て、

株式の併合またはこれらに類する事由があった場合には、下記第 (３) 号 (b) に準じて適切に調整

される。) を乗じて得られる額を、次号に定める転換価額で除して得られる数とします。なお、第

１回ＡＡ型種類株式の取得と引換えに交付される普通株式の数に１株に満たない端数があるときに

は、これを切り捨てるものとし、この場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付は

行いません。 

   (３) 転換価額 

    (a) 転換価額は、当初、第１回ＡＡ型種類株式１株当たりの発行価格相当額とします。 

      (b) 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり転換価額を調整します。 

  ①普通株式につき株式の分割または株式無償割当てをする場合、次の算式により転換価額を調整

します。なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は

「無償割当て前発行済普通株式数 (ただし、その時点で当社が保有する普通株式を除く) 」、

「分割後発行済普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数 (ただし、その時点で当社が

保有する普通株式を除く) 」とそれぞれ読み替えます。 

  
   調整後転換価額  ＝  調整前転換価額  × 

  分割前発行済普通株式数 

  分割後発行済普通株式数 
 

  調整後転換価額は、株式の分割に係る基準日または株式無償割当ての効力が生ずる日 (株式無

償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日) の翌日以降これを適用します。 

  ②普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式によ

り、転換価額を調整します。 

   調整後転換価額  ＝  調整前転換価額  × 
  併合前発行済普通株式数 

  併合後発行済普通株式数 
 

  

③下記 (e) に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または

当社が保有する普通株式を処分する場合 (株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに

取得される株式もしくは新株予約権 (新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本第 (３) 

号において同じ。) の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合ま

たは合併、株式交換もしくは会社分割により普通株式を交付する場合を除く) 、次の算式 (以

下、「転換価額調整式」という。) により転換価額を調整します。調整後転換価額は、払込期

日 (払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日) の翌日以降、また株主への割当てに係

る基準日を定めた場合は当該基準日 (以下、「株主割当日」という。) の翌日以降これを適用

します。なお、当社が保有する普通株式を処分する場合には、次の算式における「新たに発行

する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普通株式の数」、「当社が保有する普通株式

の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の数」とそれぞれ読み替えます。 
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調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 

 (発行済普通株式数－ 
当社が保有する普通株式の数) ＋ 

新たに発行する普通株式の数 
× 

１株当たりの払い込む金額 

普通株式１株当たりの時価 

 
(発行済普通株式数－当社が保有する普通株式の数) 

＋新たに発行する普通株式の数 
  

 
 

  

④当社に取得をさせることによりまたは当社に取得されることにより、下記 (e) に定める普通株

式１株当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受ける

ことができる株式を発行または処分する場合 (株式無償割当ての場合を含む) 、かかる株式の

払込期日 (払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下本④において同じ。) に、

株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日 (株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は

当該基準日。以下本④において同じ。) に、また株主割当日がある場合はその日に、発行また

は処分される株式のすべてが当初の条件で取得されて普通株式が交付されたものとみなし、転

換価額調整式において「１株当たりの払い込む金額」としてかかる価額を使用して計算される

額を、調整後転換価額とします。調整後転換価額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその日の翌日以降、

これを適用します。 

  

⑤行使することによりまたは当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の

払込金額と新株予約権の行使に際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額が

下記 (e) に定める普通株式１株当たりの時価を下回る場合においてかかる価額をもって普通株

式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合 (新株予約権無償割当ての場合を含

む) 、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日 

(新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本⑤において同じ。) 

に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権のすべてが当初の条件で行

使されまたは取得されて普通株式が交付されたものとみなし、転換価額調整式において「１株

当たりの払い込む金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込金額と新株予約権の行

使に際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、

調整後転換価額とします。調整後転換価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予

約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはそ

の日の翌日以降、これを適用します。 

  

(c) 上記 (b) に掲げた事由によるほか、下記①ないし③のいずれかに該当する場合には、当社は第

１回ＡＡ型種類株主および第１回ＡＡ型種類登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりそ

の旨およびその事由、調整後転換価額、適用の日その他必要事項を通知した上で、転換価額の調

整を適切に行います。 

  

①合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分

割、吸収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一部の承継ま

たは新設分割のために転換価額の調整を必要とするとき 

  
②転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額

の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき 

  
③その他、発行済普通株式数 (ただし、当社が保有する普通株式の数を除く) の変更または変更

の可能性を生ずる事由の発生によって転換価額の調整を必要とするとき 

  
(d) 転換価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２

位を四捨五入します。 

  

(e) 転換価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日に先立

つ45取引日目 (以下に定義する。) に始まる連続する30取引日の株式会社東京証券取引所におけ

る普通株式の普通取引の毎日の終値 (気配表示を含む) の平均値 (平均値の計算は、円位未満小

数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。) とします。 

「取引日」とは、株式会社東京証券取引所において普通株式の普通取引が行われる日をいい、そ

の日の普通株式の普通取引の終値が発表されない日を含みません。 

  

(f) 転換価額調整式に使用する発行済普通株式数は、株主割当日がある場合は当該株主割当日、ま

た株主割当日がない場合は調整後の転換価額を適用する日の１か月前の応当日 (応当日がない場

合には当該日の属する月の前月の末日) における当社の発行済普通株式数に、当該転換価額の調

整前に上記 (b) または (c) の適用において交付されたものとみなされた普通株式のうち未だ交

付されていない普通株式の数を加えた数とします。 
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(g) 転換価額の調整に際し計算を行った結果、調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未

満にとどまるときは、転換価額の調整はこれを行いません。 

   (４) 転換請求の方法 

  

  第１回ＡＡ型種類株主は、転換請求を行う場合、当該転換請求に係る第１回ＡＡ型種類株式の数

その他必要事項を明示した上で、転換請求日の属する月の前月の10日 (営業日でない場合には翌営

業日) までに、次号に定める転換請求受付場所において当該転換請求を行わなければなりません。 

  
 (５) 転換請求受付場所 

      株主名簿管理人  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  証券代行部 

  
８. 株主による金銭対価の取得請求権 

 (１) 金銭対価取得請求権   

  

  第１回ＡＡ型種類株主は、2020年９月１日以降、毎年、３月、６月、９月または12月の最後の営

業日を取得請求日として、当社に対して、基準価額相当額の金銭の交付と引換えに、当該第１回Ａ

Ａ型種類株主の有する第１回ＡＡ型種類株式の全部または一部を取得することを請求することがで

きます (かかる取得の請求を以下「金銭対価取得請求」という。) 。 

なお、本号において基準価額を算出する場合は、上記第３項に定める経過配当金相当額の計算にお

ける「残余財産の分配が行われる日」および「分配日」を「当該取得請求日」と読み替えて、経過

配当金相当額を計算します。当該取得請求日において、会社法第461条第２項に定める分配可能額を

超えて金銭対価取得請求が行われた場合、当社が取得すべき第１回ＡＡ型種類株式は、金銭対価取

得請求が行われた第１回ＡＡ型種類株式の数に応じた比例按分その他の方法により取締役会の決議

で定めることとし、これにより取得されなかった第１回ＡＡ型種類株式については、当該金銭対価

取得請求がなされなかったものとみなします。 

   (２) 金銭対価取得請求の方法 

  

  第１回ＡＡ型種類株主は、金銭対価取得請求を行う場合、当該金銭対価取得請求に係る第１回Ａ

Ａ型種類株式の数その他必要事項を明示した上で、取得請求日の属する月の１日 (営業日でない場

合には翌営業日) までに、次号に定める取得請求受付場所において当該取得請求を行わなければな

りません。 

  
 (３) 取得請求受付場所 

      株主名簿管理人  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  証券代行部 

  
  

９. 会社による金銭対価の取得条項 

 (１) 金銭対価取得条項 

  

  当社は、2021年４月２日以降、取締役会の決議で別に定める取得日 (４月の第２営業日に限る。

以下「取得日」という。) が到来したときは、基準価額相当額の金銭の交付と引換えに、第１回Ａ

Ａ型種類株式の全部を取得することができます。 

なお、本項において基準価額を算出する場合は、上記第３項に定める経過配当金相当額の計算にお

ける「残余財産の分配が行われる日」および「分配日」を「当該取得日」と読み替えて、経過配当

金相当額を計算します。また、取得日の属する事業年度の６月30日の終了時点において、当該事業

年度の直前の事業年度における累積未払配当金が発生している場合には、当該基準価額に当該累積

未払配当金の額が含まれるものとみなします。 

   (２) 取得の方法 

  

  当社は、本項に規定する取得を行う場合、取得日の属する年の２月10日 (営業日でない場合には

翌営業日) までに、第１回ＡＡ型種類株主に対して、取得日を通知するか、または公告しなければ

なりません。 

  10. 株式の併合、分割または無償割当て等 

  
 (１) 当社は、株式の併合または分割を行うときには、普通株式および第１回ＡＡ型種類株式ないし第

５回ＡＡ型種類株式の種類ごとに同時に同一割合で行います。 

  

 (２) 当社は、株主に募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えるときは、それぞれ

の場合に応じて、普通株主には普通株式または普通株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権

利を、第１回ＡＡ型種類株主ないし第５回ＡＡ型種類株主には当該ＡＡ型種類株主の有するＡＡ型種

類株式または当該ＡＡ型種類株式を目的とする新株予約権の割当てを受ける権利を、それぞれ同時に

同一割合で与えます。 

  

 (３) 当社は、株主に株式または新株予約権の無償割当てを行うときは、それぞれの場合に応じて、普

通株主には普通株式または普通株式を目的とする新株予約権の無償割当てを、第１回ＡＡ型種類株主

ないし第５回ＡＡ型種類株主には当該ＡＡ型種類株主の有するＡＡ型種類株式または当該ＡＡ型種類

株式を目的とする新株予約権の無償割当てを、それぞれ同時に同一割合で行います。 
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(２) 【新株予約権等の状況】 

① 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

② 【その他の新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(３) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(４) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

 

  11. 自己のＡＡ型種類株式の取得に際しての売主追加請求権の排除 

  

  当社が株主総会の決議によって特定の第１回ＡＡ型種類株主との合意により当該第１回ＡＡ型種

類株主の有する第１回ＡＡ型種類株式の全部または一部を取得する旨を決定し、会社法第157条第１

項各号に掲げる事項を当該第１回ＡＡ型種類株主に通知する旨を決定する場合には、同法第160条第

２項および第３項の規定を適用しないものとします。 

  
12. 譲渡制限 

 (１) 第１回ＡＡ型種類株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を得なければなりません。 

      ただし、以下に掲げるときは取締役会の承認を要しません。 

  

①第１回ＡＡ型種類株式に対して金融商品取引法第27条の２第６項に定める公開買付けが開始され

た場合において、当該公開買付けに応募し、第１回ＡＡ型種類株式の受渡しその他の決済による

譲渡が行われるとき  

      ②相続により第１回ＡＡ型種類株式を取得するとき 

      ③取締役会が定める一定の基準に従って、代表取締役が当該取得を承認するとき 

   (２) 譲渡の方法 

  

 第１回ＡＡ型種類株主は、第１回ＡＡ型種類株式の譲渡を行う場合、当社の定める譲渡承認請求

書に、当該譲渡承認の請求に係る第１回ＡＡ型種類株式の数その他必要事項を明示した上で、次号

に定める譲渡承認受付場所に譲渡承認請求書を提出しなければなりません。 

  
 (３) 譲渡承認受付場所 

      株主名簿管理人  三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  証券代行部 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高 
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

2018年４月１日～ 
2018年６月30日 

― 3,310,097 ― 635,401 ― 655,322 
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(５) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。  

  

(６) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、直前の

基準日 (2018年３月31日) に基づく株主名簿により記載しています。 

① 【発行済株式】 

2018年３月31日現在

  

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
                       (注)１ 

普通株式 
― ― 

359,341,200 

第１回ＡＡ型種類株式 
― ― 

13,000 

完全議決権株式(その他) (注)２ 

普通株式 
29,010,684 ― 

2,901,068,400 

第１回ＡＡ型種類株式 
470,865 ― 

47,086,500 

単元未満株式 

普通株式 
― ― 

2,587,892 

第１回ＡＡ型種類株式 
― ― 

500 

発行済株式総数 3,310,097,492 ― ― 

総株主の議決権 ― 29,481,549 ― 
 

(注) １ 「完全議決権株式 (自己株式等) 」は、自己株式353,073,500株と相互保有株式6,280,700株です。 

２ 「完全議決権株式 (その他) 」には、㈱証券保管振替機構名義の株式が3,800株 (議決権38個) 含まれてい

ます。 
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② 【自己株式等】 

2018年３月31日現在

  
２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 

自己名義 
所有普通 
株式数 
(株) 

自己名義 
所有ＡＡ型
種類株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

トヨタ自動車㈱ 愛知県豊田市トヨタ町 
１番地 

353,073,500 ― ― 353,073,500 10.67 
[自己株式] 

豊田合成㈱ 
愛知県清須市春日長畑 
１番地 

1,818,200 ― ― 1,818,200 0.05 

フタバ産業㈱ 
愛知県岡崎市橋目町字
御茶屋１番地 

816,300 ― ― 816,300 0.02 

名古屋テレビ放送㈱ 
愛知県名古屋市中区橘 
二丁目10番１号 

782,500 3,000 ― 785,500 0.02 

豊田鉄工㈱ 
愛知県豊田市細谷町 
四丁目50番地 

500,000 ― ― 500,000 0.02 

アイシン高丘㈱ 
愛知県豊田市高丘新町
天王１番地 

484,000 ― ― 484,000 0.01 

㈱デンソーテン 
兵庫県神戸市兵庫区 
御所通一丁目２番28号 

347,300 ― ― 347,300 0.01 

豊臣機工㈱ 
愛知県安城市今本町 
東向山７番地 

317,100 ― ― 317,100 0.01 

トヨタ紡織㈱ 
愛知県刈谷市豊田町 
一丁目１番地 

222,500 ― ― 222,500 0.01 

京三電機㈱ 
茨城県古河市丘里 
11番地３ 

222,400 ― ― 222,400 0.01 

トリニティ工業㈱ 
愛知県豊田市柿本町 
一丁目９番地 

150,600 ― ― 150,600 0.00 

ナミコー㈱ 
兵庫県伊丹市東有岡 
一丁目65番地 

135,000 10,000 ― 145,000 0.00 

アイシン・エィ・ 
ダブリュ㈱ 

愛知県安城市藤井町 
高根10番地 

100,100 ― ― 100,100 0.00 

共和レザー㈱ 
静岡県浜松市南区東町
1876番地 

100,000 ― ― 100,000 0.00 

愛三工業㈱ 
愛知県大府市共和町 
一丁目１番地の１ 

97,700 ― ― 97,700 0.00 

㈱東海理化電機 
製作所 

愛知県丹羽郡大口町 
豊田三丁目260番地 

77,900 ― ― 77,900 0.00 

愛媛ダイハツ販売㈱ 
愛媛県松山市宮田町
179番地 

15,700 ― ― 15,700 0.00 

㈱川村金属製作所 
大阪府池田市豊島南 
二丁目10番10号 

15,400 ― ― 15,400 0.00 

大豊工業㈱ 
愛知県豊田市緑ヶ丘 
三丁目65番地 

15,200 ― ― 15,200 0.00 

㈱徳島ダイハツモー
タース 

徳島県徳島市論田町 
本浦下84番地 

13,000 ― ― 13,000 0.00 

ネッツトヨタ西日本
㈱ 

福岡県福岡市博多区 
西月隈三丁目１番48号 

12,700 ― ― 12,700 0.00 

アイシン軽金属㈱ 
富山県射水市奈呉の江 
12番地の３ 

9,900 ― ― 9,900 0.00 

㈱メタルアート 
滋賀県草津市野路 
三丁目２番18号 

7,800 ― ― 7,800 0.00 

㈱浅野歯車工作所 
大阪府大阪狭山市東池
尻四丁目1402番地の１ 

6,200 ― ― 6,200 0.00 

津田工業㈱ 
愛知県刈谷市幸町 
一丁目１番地１ 

200 ― ― 200 0.00 

計 ― 359,341,200 13,000 ― 359,354,200 10.86 
 

(注) 自己株式等は受渡日を基準として算定したものです。 
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